
書式第 12'ナ (法第 28条関係 )

令和 5 年度

」ヒ塵 1豊11二重L五」ゝ_皿:E二_どL生菫」土≧生=

1 1卜業の成果

2023年 4月 に「こども基本法」が施行され、|こ ども家庭庁」が設定されたことにより、自治体・

育委員会・民生委員協議会・NPO等 で、 1● どもの権利を学ぶ必要性が認識されたためか、多くの講師派

遣依頼があった。特に、どのように子どもの権利を学び伝ぇたら良いのか、社会のさまざまな場で子ども

の声を聴いていくためにはどうすれば良いのか、ということについての講演依頼が多くあった。その方

法の 一つとして、一昨年に制作した『世界の子ども権利かるた』を活用する方法を紹介すると、各方面か

らかるたを使った研修依頼が数多く寄せられた。

こども基本法に関連する講演や研修では、こども基本法が子どもの権利条約に則 り子ども施策を実施

することが定められたこと、子どもの権利条約の 4つの原則が規定されたことを活用することの重要性

を話した。特に、意見表明の機会と社会参加の機会が確保されることが定められたことを強調した (第 3

条)。 そして、ただ子どもの意見を聴くだけでなく、その意見を反映させていくことが大切であることも

説明.さ らに、こども基本法で、子どもの権利条約を広報していく義務が定められたことも活用できると

伝えた。

『世界の rど も権利かるた』のワークショップでは、かるたを通じて子どもの権利について考えてもら

うのみならず、日頃感じているモヤモヤについて
~Fど
もの参加者にオリジナルかるたを作成してもらい、

子どもの意見表明の機会にもした。このことにより、参加したおとなが rど もの本音を聞き、はっとさせ

られる機会にもなった。

カンボジア事業では、業務委託をしていた現地のパー トナー「1体である CCPCR(Cambodian Center

br the PrOtect10n Of Chlldren's Rightsカ ンボジア子どもの権利保護センター)に よる不正が明らかにな

ったため、第二者調査委員会を設置し、調査報告書を提出してもらつた。

事実調査と原因究明に取り組み、組織運営ならびに事業運営、ガバナンス改革の検討をおこない、 組織

改革のためのアクションプランについて議論を重ねた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 4,259 】千円)

開発途 11地域

の子どもの支

援事業

事 業 報 告 書

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

カンボジアの子ども

たちが英語を学べる

教室と図書室活動を

実施.

4月 ～ 5

ナ1

カ ン ボ

ジア・ス

バ イ リ

エン州

2人

地域の小中

学校生と州

都で暮らす

高校生

100人 1,484



第二者調査委員会か

ら提出された報告書

の内容を現地の 子ど

もや教員等に説明。

開発途上地域

の子どもの権

利状況に関す

る調査・研究・

発信事業、およ

び開発教育事

業

世界と日本の子ども

の性的搾取の状況を

ECPAT事務局長来日

記念 シンポジウム

(チ ャイル ド・フア

ンド・ジャパン主催)

で発信

10月 国 内 1人

子どもの性

的搾取に関

心のある市

民、活動家

100人 0

国連 r・ どもの

権利条約の普

及事業、及び子

どもの権利促

進事業

『 lt界の子ども権利

かるた』を使ったワ

ークショップを実

施。講師として講演

活動を行った。また、

昨年度に作成したウ

クライナから避難 し

た 10代のための リ

ーフレットを配布。

4月 ～ 3

月
国内 2人

子どもの権

利に関心の

ある不特定

多数

15,000

人
2,550

不 ツ トワ‐―ク

事業

広げよう 1子 どもの

権利条約キャンペー

ン実行委員会をはじ

め、様々なネットワ

ークの会員として、

政策提言。講師派遣・

会議への参加等の活

動を行った。

4り l～ 3

月
I可」1内 2人

各ネットワ
ーークの会

員、議 it、

省庁関係

者、子ど

も、子ども

の権利に関

心のある不

特定多数

2,000

人

225

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)

事業内容
従事名
人数

事業費
(千円)日日寺 場所

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定

該当なし



書式第 13'す (法第 28条 関係 ) 事 業 報 告 用

特定非普利活動法人国際子ども権利センター

令和 5年度 活動計算書 (その他事業が上上ヽ場合)
令和 5年 4月 1日から 令和 6年 3月 31日 まで

科
目

一

300,000
145.000

445.000

4.211.271

4.211.271

100.000

100,0()0

0

0

2,209,722
0

2.209.722

213.672

81

213,Qll
7 179.665

A

1 受取会費
正会員受取会費

2 受取寄附

3 受取助成金

4事

i:l]i‐ナ[‖|』寝l[ξ‐2骨貰:仝収入
トワーーク

5 その他の収
受取千1肥

B
1

(1)人件
給料手当

( 2)その 費

海外協力支援費

諸謝金

印刷製本費
交際費
旅費交通費
通信運搬費

消耗品費
地代家賃
保険料
新聞図書費
業務委託費
諸会費
支lι 手数料

2

(1)人件費
給料手当

法定福利費

(2)その 経費
諸謝金

印刷製本費
旅費交通費

通信運冊費
消|〔品費
水道光熱費
地代家賃

業務委託費
租税公課

l,493,033
41.822

1.534.855

2,724.640

9,

533.

14,

11,

534,

9,

13,

795,

36.

13,

1,

333

115

210

725

608
655
095
600
600
124

021

200
605
719

675,

76.

4 4

442.695
368.292
69,757
4.646

718,416
.14,568

132,475
203,977
36,995
107.980
59,400
997,095
5

237.782

2.538.693

2.981.388
7.24fL 883
△ 61…28

金   額



1 405.984
405.984

【Q

経 常 外 費 用 計
当 期 経 常 外 増 減 額 【c】 ― 【D】 ② 405 984

法人税、住民税及び事業税 ①
正

344 766
0

5.421.554
5.766.320

31 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 (1)+②  ・・ <3)

（じ
月 繰 識  正 味  財  産  籠 0-の +`5)



書式第 158・ (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
令和 6年 3月 31日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人国際子ども権利センター

小計・ 合計科 __巳____

3,613, 193

476,412
63,115
700,000
98,288

6.156.555

528.9761

0]0,うヱ」_
6.156.555

90

105 824

105,824

90,00

195.824

ム

A の

1

産

の

現金及び預金

(3)投資その

(2)無形固

(1)有形

金

産

金
全

金

資
　
　
　
人

掛

卸

渡

替

収

一冗
棚̈
二
則
工立
・本

2 固定資産

6.352.379【A】 資 産 合 計 ①+②

586.059
1

B-1

金

金
払
受

未

前

586.059
586 059

5,421, 554

344,766.

-2

正

5.706.320

6.352.379
【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



香式第 16 28

令和 5年度  言十算書類の注記 事 業 報 告 用

1.重 要な会計方針
財務話表の作成に.ヽ P()法 人

`:計

著′F(」 010年 7∫ 1ビ 0日  2017年 1」月 13日 最 Fヽ改正 ヽ P(_)法 人会計基準協議会 )
に E´,て いま

-1~

(l, ,肖 ■税等″)会 計処理
消費■■の会計処理は腱込経理方式によ ,́て い ■|

2, 外貨建て質産負債の換草方法
外貨建全鼓慣性債務は.翔 末日の直物為督相場に k′,円 貨に換算 し 1● 算差額 |■損益として処理 してお り,´ 1‐

2 事業別■益の状況
事■■の区

`)|三

以 Iマ )通 りで
―
|

特 定 非 営 |1活 動 法 人国 際 十 ど も権 利 セ ン グ
~

(`li(v l11,

(単位

11  11 11lL」 l11イ |1活 口|.こ に′,11■

,1メ,'■ 今 II(1)111′ c,11
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`||:収

rl
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じた1口 ll"ヤ 企

|‐21Ⅲ l,成 ↑ヽ

11,人 ||“
`

itの 他||て
`i´

`.11lι `i.|||]  イ
`11:て

'i lll

(|1人 ||`|

イIi「・ (

2.t1l fl",

迪仙
`111:|||`′ 1,1

人
'|マ

til

(:,そ υ,,II“ t

れ,ヽ |“ 力支
"1`t.γ謝企

1lj“ |1製 本イI

交

『 `tヵ′
`tマ

u`t
辿1,Imィ t

il.,Itll.`,

水,1た 外
`t地

`ヽ

ふli

lス |ム ||

新||‖ |ス 1.1「
`tiFt 4.〔 賛

,,`会 でt

lt純 公,洪

文″、r″ ||

M rt

・[`',(直イ
``十

.|

IF I11マ II‖ .|
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|

:SO.000

1()0.000

」()0 「 ::

0 0

1()()000

10ヽ 1.テ

=]

=|{.|||

1lF.000

3.=||.:7]

0

0
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116.()00

11 1. :71
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:0｀ ).1」 :

:||ヽ ド7」
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.`(ヽ .200

7i, ;
lt0

r 1.09i
0

tl, lll
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,ヽ ). 100
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()

671 11,|
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11 80,|

9.,251

66、 0ド |]|

21ヽ.6321

18.090

10,.980

13.l]|

「 |,」  ll(,

|,|,.2)0

151.387
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3.使途等が制約 された,附 全等の内訳
|●途等が制約さオlた 寄附全等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状配)は 以下の過

|)です

当法人の正味11産 は5.766020円 ですが.そ の う |′ 使途が特定されたものIt=ざ いません.

|‖ |11'|

備 考当期 減 少 預 期 末 残 高当期 増 加 額期

`,ヽ

高内 容

01 333.346619 705 713.0■た,外 [1層

7.:|().883l.」 i,.l'5P」 |.7● |

」;.:|(ヽ



4.固 定資産の増減内訳
(単 円 ,

5報員
錯〔
`171Fξ

fピЪ:躙λ下′道り,1
P〕 ,

取

`弓

減 少 |」1本 |lk件 111“ t 減

“

,●

"14.‖
“

|

"1木

帳

"`"“
fl用 期置取得価輌

105.S21

90.000

105.8ピ 1

90.000

105.801

90.000
195.S24 195.824195.824

i形同
鷲
`需

1入

“投資■

敷   
合:「

計算書崚に

,1上 された

0吝 |

内 .■ 員と
。)取 引

内 .近 親 ど
及 び 支配 法

人 との 取 引

千111

3,1.0001.111.」 71 0じヽ 310

l.211.371 l.02S.340 392.000

(16動 計草書)

受 l口常FI,全

活動計算薔計

(貸借対

“

表 )

該 ri′
=し
貸僣,照 表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 財産目録
令和 6年 3月 31日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人国際子ども権利センター

利 日 金   輌 ,h i+ 合   計
A

1

6.:56

現金

:i!:落丞‐
ィl皐
便羅曇
員|['ゆ
うサ :鉄 1

普通預金 ′ψノ ′、

3,613.193

164,002
1,43(). 153

8,590

Uド _11里 |
2 007 448

売掛金

憑燿謝倉 1件
輛商資産
迎」~~■
'

176.412
30,000
371.884
74. 528

63. 115

籍

籍
籍

籍

ど

書

書
書

書

子

『小さな変革』6部

『誰にもうばえない子どもの権利』65部

『 IMA(lIド E THAT!』 12部

『ブラジル会議報告書』88部

9.072
19.8251

1.4161

30.1841
′
,｀ た  1 2 618

前渡金 700.000

書籍出版費用 700 000

立替金
事務所家賃・水道光熱費 他社負担分
米収入金
2月 度寄附

98,288

98 288
528,976

2,000

外 求 526 976

仮払金
16期源泉所得税過納付分

676.571
28,313

648 8

2

(1)有形固 0

0

(2)無形固 資産 105,824

(3) 資その他の資産 90,000

金 90

6.352.379【A】 資 ①+②産 合 計

586,059
530,267

15,1401

の

1

24

6

90 8 |

5 45

29 559

-1

米払金
ll議員給与

職員経費
業務委託費

2021年 3月 分
2024年 3月 分
2024年 3月 う) 2(牛

10,000

45,792

前受金
正会 費ム
ム
［貝

頂り金
源泉所得税

源泉所得税

lイ牛

職員給与分

謝金等報酬支払分

181.172
319,536

586.059

586.059【B-1】 負 債 合 計 ②

5.766.320【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

~~~否~~「
鷹
~マ
う
~i覇
T

|

6 156 555

|

|

1       10.0001~1 ~~‐



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 5年度年間役員名簿 (前事来年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有■を記載した名■)

特理 卜菫秘型畦上旦隆二二±基型±生22二_____

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

図以 ドの役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について.親族の規定に,1■反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに

'

(フ リガナ )

氏    名

ホス
・
ミ(カイタ
・
) マチ

穂積 (甲斐田)

万智子

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

事

2023`午
`月
1日

2024`午 3月 31日

年1

年

り1

月

日

ロ

2
事
オカン マ カツキ

岡島 克樹

2023年 4月 1日

2024年 3月 31日

年  ′1  曰

|:    ′1    ロ

事理事・
十ク・モユウタ

南雲 勇多

2023`午 4月 1日

2024年 3月 31日

舞:    'I    ロ

年 月 口

事
オカ
・ワ レイコ

小川 玲子

2023`午 4月 1日

2024年 3月 31日

年 月

ア|

11

,1 曰

5
事
テラすカ マコト

寺中 誠

A1' + '11

鈴木 真代

2023`午 :4月 1日

2024年 3月 31日

`|    
チl 曰

ロ| ア|

事

    
    

   
     

2023年 1月 1「 1

2024年 3月 3111

年  '| 「|

年  ,I  ll

理

オオコウチ ヒテ
・
ト

大河内 秀人

2023年14月 1日

2024年 3月 31日

齊=    月    日

年  '] ロ

8
理 ・監事

ヨンタ

吉旧

ケンイチロウ

健 ―郎

2023年 4月 1日

2024年 3月 31日

年  サ|  ||

年1    月    「」

事 業 報 告 用

監 事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 _国際子ども_生利センター

氏   名

1
穂積 (甲斐田)万智子

2 岡島 克樹

3 南雲 勇多

4
牧田 東一

5
小川 玲子

6 寺
中 誠

7
大河内 秀人

8 吉
田 健―郎  

9
渡辺 奈美子  

10
藤井 浩子

11

12




